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平成25年２月12日
介護サービス事業者 様
岡　崎　市　長　　
　　　介護サービス事業等の人員、設備及び運営の基準に関する条例及び規

則の制定について（通知）
　地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律及び介護サービス基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法律の施行に伴い、老人福祉法、社会福祉法及び介護保険法が改正され、これまで厚生労働省令で定められていた介護サービス事業等の人員、設備及び運営に関する基準を条例で定めることとされました。

本市におきましては、別紙のとおり条例及び規則を制定しましたので、十分御承知置きくださるとともに、適切な運用をお願いいたします。
なお、条例及び規則の本文については、市のホームページ（http://www.city.okazaki.aichi.jp/menu12500.html）に掲載しますので、御確認ください。
（担当）岡崎市福祉部介護サービス室介護給付班
電話：０５６４－２３－６６８２

FAX ：０５６４－２３－６５２０

１　制定した条例及び規則

	条例
	規則

	岡崎市養護老人ホーム及び特別養護老人ホーム並びに軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例
（平成24年岡崎市条例第56号）
	岡崎市養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する規則

（平成25年岡崎市規則第５号）

	
	岡崎市特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する規則
（平成25年岡崎市規則第６号）

	
	岡崎市軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する規則
（平成25年岡崎市規則第７号）

	岡崎市指定介護老人福祉施設及び介護老人保健施設の人員、設備及び運営の基準に関する条例
（平成24年岡崎市条例第57号）
	岡崎市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営の基準に関する規則
（平成25年岡崎市規則第８号）

	
	岡崎市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営の基準に関する規則
（平成25年岡崎市規則第９号）

	岡崎市指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営の基準に関する条例
（平成24年岡崎市条例第58号）
	岡崎市指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営の基準に関する規則
（平成25年岡崎市規則第10号）

	岡崎市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準に関する条例
（平成24年岡崎市条例第59号）
	岡崎市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準に関する規則
（平成25年岡崎市規則第11号）

	岡崎市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準に関する条例
（平成24年岡崎市条例第60号）
	岡崎市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準に関する規則
（平成25年岡崎市規則第12号）

	岡崎市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準に関する条例
（平成24年岡崎市条例第61号）
	岡崎市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準に関する規則
（平成25年岡崎市規則第13号）

	岡崎市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準に関する条例
（平成24年岡崎市条例第62号）
	岡崎市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準に関する規則
（平成25年岡崎市規則第14号）


２　施行期日

　　平成25年４月１日

３　主な制定内容
　　基本的に厚生労働省令で定められた基準のとおり定めるものとする。ただし、本市独自の基準として、次に掲げる基準を定める。
　⑴　特別養護老人ホームの居室定員

　　　特別養護老人ホームの一の居室の入所定員を原則１人とし、入所者へのサービスの提供上必要と認められる場合であって、入所者のプライバシーの確保に配慮したときは、２人以上４人以下とすることができることとする。
　　対象：特別養護老人ホーム、介護老人福祉施設
　　趣旨：既存施設の改築の場合など、入所者の意向や費用負担の状況等を踏まえ、サービスの提供上必要と認められるときは、多床室での整備を可能とすること。
　⑵　非常災害対策
　　　非常災害に備え、災害時における飲料水、食料その他必要な物資を備蓄するように努めなければならない。

対象：養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、短期入所生活介護（予防含む。）、短期入所療養介護（予防含む。）、特定施設入居者生活介護（予防含む。）、小規模多機能型居宅介護（予防含む。）、認知症対応型共同生活介護（予防含む。）、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
趣旨：大規模な非常災害の発生に備え、平常時から災害時のための飲料水、食料その他必要な物資の確保に努めること。
　⑶　記録の整備
　　　記録の保存期間について、完結の日（サービスに要した費用の請求及び受領に係る記録については、当該費用を受領した日）から５年間（現行：完結の日から２年間）に延長する。
対象：全事業所

趣旨：サービス計画の見直し等に過去の記録を活用し、サービスの質の向上を図ること。また、介護報酬の返還請求に対応すること。
経過措置：平成25年４月１日前に完結した記録については、従前のとおり２年間とする。

４　運用解釈について
　　これらの条例及び規則の運用解釈については、各基準省令に係る解釈通知に準ずるものとする。
